
 
2021年 10月 13日 

「コーポレートガバナンス・コード再改訂で取締役会の機能発揮」 

サステナビリティの実現を意識した説明に取り組む 

― ＩＲ優良企業賞 2021 第 1次審査の集計結果より ― 

 一般社団法人 日本ＩＲ協議会（会長：泉谷 直木 アサヒグループホールディングス株式会社特別顧問）

は現在、ＩＲ優良企業賞 2021の審査を進めています。今年は、日本ＩＲ協議会の会員企業のうち 293社が

ＩＲ優良企業賞 2021に応募しました。 

 本リリースは、応募企業 293社のアンケート調査に基づく第１次審査の集計結果を参考までにご報告す

るものです。ＩＲ優良企業賞は、ＩＲの趣旨を深く理解し、積極的に取り組んでいる企業を表彰するもの

で、３段階の審査を経て決定します。最終審査の結果は、11月中旬に発表する予定です。 
 
【調査結果の概要】 
（１）ＩＲの目標は「株主・投資家との信頼関係の構築」、「株式売買高の増加」も上昇している 

「ＩＲの目標を設定し、明文化している」と回答したのは 293 社中 278 社で 94.9％だった。このうち、

具体的な目標として最も高い割合を占めたのは「株主・投資家との信頼関係の構築」（269社、96.8％）だっ

た。変化幅の大きさに注目すると「株式売買高の増加」や「資金調達コストの低減」が年々上昇している。 

（２）ほとんどの企業が経営層へのフィードバックを実施している 
ＩＲ部門の実務責任者が取締役会や経営会議といった場で資本市場の声を経営層にフィードバックする

機会は９割を超えた。同様に、社外の取締役や監査役に対して株主・投資家の意見や資本市場の状況を報

告しているといった回答も 89.4％にのぼり、前年比で 5.9ポイントの増加となった。 

（３）取締役会の機能発揮、社外取締役の実質的な機能が進捗している 

 2021年 6月に東京証券取引所より「コーポレートガバナンス・コード」の再改訂が公表されたことも反

映され、「ＣＦＯが自律的に財務の健全性の保全や内部統制を機能させ、社外取締役・社外監査役もそれを

モニタリングする形で緊張感をもたらすよう努めている」と回答した企業は 77.4％（前年比 5.7ポイント

増）だった。また取締役会の機能を発揮するための整備が多くの応募企業で進んでおり、特に社外取締役

が実質的に機能するように体制を整えている企業が年々増加している結果が得られている。 

（４）オンライン形式が定着するも、個人投資家向け説明会は低下する 

 オンラインシステムを活用した面談や説明会開催が定着してきた一方で、個人投資家に的を絞った説明

会の機会は減少している。年間の平均回数は前年の 2.5回から 1.2回に低下した。 

（５）財務・非財務情報いずれにおいても投資家ニーズに応える 

非財務情報を活用してどのように対話を進めているか、具体的な取り組みを聞いたところ、「ＥＳＧを

テーマとして説明会やミーティングを開き、関連部門の責任者が説明し、対話している」と回答した割合

は 49.8％で、前年比 11.4ポイント増となった。非財務情報の開示内容として「サステナビリティ関連」

が占める割合も増えている。ＫＰＩとして公表している財務指標として「ＲＯＩＣ」（投下資本利益率）と回

答する企業も増加傾向にある。 
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